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気象台が発表する防災気象情報の市町村への伝達 

気象庁 
ホームページ 

報道機関 都道府県等 
防災関係機関 

気象庁本庁 

市町村・消防本部など 

民間気象事業者 
通信事業者 
地方公共団体 
大学・研究機関 
企業施設など 

国民 
（インターネット） 

専用線 

都道府県等 
連携機関 

気象庁の 
法定伝達義務を 
果たすための仕組み 

インター 
ネット経由 

NTT-FAX 

オンライン 

オンライン 

J-ALERT 

総務省消防庁 

地方気象台等 

警報・注意報 
など 

専用線 

民間気象業務 
支援センター 

オンライン 

本庁または 
地方気象台等経由 

１７７ 
電話サービス 

インターネット経由 
（id管理） 

防災情報 
提供システム 

防災情報 
提供システム 

警報・注意報、気象情報等は都道府県、NTTを通じて伝達されるほか、J-ＡＬＥＲＴや報道
機関を通じて入手することができます。 
防災情報提供システムや気象庁ホームページでは、必要な情報を閲覧することができます。 1 

http://www.jma.go.jp/
http://www.tokyo-jma.go.jp/home/mito/sub_index/index2.html


市町村を拡大した画面で、
気象レーダーやナウキャ
スト情報、メッシュ情報
などを表示する。 

市町村ごとの警報・注意報
の詳細な内容を表示する。 

発表中の警報、注意報につ
いて、注意・警戒が必要な
時間帯を表示する。 

防災情報提供システムの画面（市町村用） 

市町村ページでは市区町村ご
との詳細な情報を表示する。 

防災情報提供システム 
• 防災関係機関向けのホームページ 
• 報知機能も利用可 
• 都道府県、すべての市町村にIDを
配布（約15,000ユーザ） 
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情報が発表されると直ぐに知らせてくれる「ＰＵＳＨ型」の情報提供サービスとしては、緊急地震
速報、津波警報などを一斉に同報配信する携帯電話の「エリアメール、緊急速報メール」や、自治
体や民間会社などによるメール配信、FAX 配信のサービスがあります。 
 
 また、必要な時に情報を取得できる「ＰＵＬＬ型」の情報提供サービスには、気象庁や国土交通
省防災情報提供センター、自治体、民間会社などのホームページなどがあります。近年普及が進ん
でいるスマートフォンでも、簡単に情報を得られるアプリケーションが増えてきています。 

住民一人ひとりが入手できる防災気象情報 

3 



平成23年9月13日鳥取県報道発表資料より 

鳥取県によるメールサービス 

土砂災害警戒情報発表中の
「鳥取市北部」の中でも、土
砂災害警戒判定メッシュ※か
ら危険度の高い地区を特定し、
自動でメール配信 

石川県砂防課 SABOアイ 

地図上に気象庁作成の解析雨量や土砂災
害警戒判定メッシュ※などの動的情報に
加えて、土砂災害危険箇所や避難所など
の静的情報を重ね合わせて表示 

http://sabo.pref.ishikawa.jp/sabo-i/ 

PUSH型 

PULL型 

自治体によるＰＵＳＨ型とＰＵＬＬ型の情報提供 
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※土砂災害警戒判定メッシュ： 降雨の実況及び2 時間先までの 
予測に基づき5km四方領域ごとの土砂災害の危険度を判定したもの 



「防災気象情報の利活用状況等に関する調査」（平成23年5月気象庁）より 

• 大雨警報等の入手先については、現状も今後の希望もテレビが圧倒的に多い。 

• 一方、今後の希望する入手先としては、携帯電話へのメールが４割。 

• 多様なメディアによる情報提供への要望あり 

Ｑ 気象警報の現状の入手先は？ Ｑ 気象警報の希望する入手先は？ 

住民の防災気象情報の入手先 
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「防災気象情報の伝達」のまとめ 

気象警報は市町村に対しては都道府県とNTTを通じて伝達されている。 
J-AＬＥＲＴ、テレビ・ラジオからも入手することができる。 
都道府県から市町村への伝達については、警報以外の防災気象情報についても
警報に準じた扱いとなっている。 

土壌雨量指数、流域雨量指数は公開されており、メッシュ情報などに加工する
ことが可能。気象庁の防災情報提供システム（防災機関向け専用イントラネッ
ト）ではメッシュ情報として閲覧することができる。 

住民の多くはテレビ、ラジオを利用している。一方、メールや携帯電話の活用
も進んでいる。多様なメディアによる情報提供の要望がある。 
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